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研修プログラムの拡充や見直し？
研修以外の効果的な取組は?

① 人材育成の課題と対応 三 重 県
Mie Prefecture

課題 対応

① 技術力の継承 Ｒ３～ 職員向け研修サイトの立ち上げ
R4～ OBによる研修会開催

② 人材育成
（土木技師）

ご意見を伺いたい部分

県（土木技師）に求められる役割が変化
していく中で、それに応え続けていくた
めには、どのような人材の育成を目指
すべきか？
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土木施設の計画、建設、維持管理
土木インフラの管理者

三 重 県
Mie Prefecture
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職員の
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三 重 県
Mie Prefecture
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② 県土整備部の役割

自然災害を受けた施設の復旧職員の
役割

県土整備部の役割、業務
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計画・立案 調査 設計 工事 維持管理

三 重 県
Mie Prefecture② 県土整備部の役割

必要に応じて

調査

必要に応じて

設計

必要に応じて

修繕工事

測量・調査会社

設計会社

建設会社 等

（打合せ、協議、地元調整）（企画、立案）

県職員（土木技師）

（積算、工事発注、工事監督） （維持管理）

インフラの必要性
や効果

必要な設計基準

手続き、関係法令

積算、工事監督

現場対応知識

健全度の把握

総合的技術力 5



③ 県土整備部の人材育成 三 重 県
Mie Prefecture

三重県職員人づくり基本方針

令和２年３月改定
土木技師の人材育成

『時代の変化に的確に対応できる
多様な人材』

土木技師に求められる能力や知識
が役職に応じて示されている 6



三 重 県
Mie Prefecture③ 県土整備部の人材育成

技術系職員の研修状況

① 研修プログラム

課題
土木以外の研修内容の必要性が高まっている
が、それらが充実していない。

ＵＡＶ活用技術、若手土木技術者のための公共
工事基礎知識、地質調査、公共事業における
住民交渉実務、土木工事監督と検査、コンク
リート診断技術、コンクリート構造物の補修技
術、構造物設計、道路構造令の解説と演習、河
川計画・設計演習、土木施工管理入門、アス
ファルト舗装の品質管理、仮設構造物の設計・
施工、生コンクリート製造・品質管理の基礎知
識 など
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三 重 県
Mie Prefecture

施設整備から維持管理へ

大規模地震の発生 災害の激甚化、頻発化

④ 取り巻く環境の変化

取り巻く環境の変化

老朽施設の増加

常に見直される基準
技術（考え方）の進展

阪神高速HP

内閣府HP 気象庁HP

インフラの整備が優先
入庁

当時
想定を超える
自然災害の発生
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三 重 県
Mie Prefecture④ 取り巻く環境の変化

急激な進展が想定
されること環境意識の高まり

木材利用の促進

デジタル技術の活用

国土交通量HP

3次元設計データの活用

働き方改革

次世代育成

グリーン化

雨水浸透施設の活用

脱炭素への取組

国土交通省HP

電気自動車等への
対応

少子高齢化と

建設業の担い手確保

建設業従事者

の減少

厳しさを増す財政

人口減少、過疎化の一層
の進展など

カーボン
ニュートラル
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⑤
三 重 県
Mie Prefecture

これまでの役割

インフラの整備に重点がおかれていた

県の役割として、今後、より重要視されるものは何か？

そのために、どのような人材育成が有効か？

維持管理

施設更新

インフラの利用

（利便性、快適性の向上）

付加価値

（ＣＯ２削減

観光資源化など）

環境配慮

国土強靭化

DX推進

デジタル技術の活用

脱炭素

土木の技術力
向上を目的とし

た研修

将来像に応じた
研修の拡充

研修以外の
効果的な取組
(学ぶ場)

ご意見を
伺います

危機管理

バリアフリー

プログラム

従
来

＋

（これから、より重要視される県の役割）

今
後

これから求められる県土整備部の役割に
応えるために

有効な人材

育成とは？
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